
（様式２）

施策評価（令和３年度） 施策評価調書

１　施策のねらい（施策の目的）

２　施策の状況

２－１　代表指標の状況と分析

　※　指標の判定基準

　　「ａ」　：　達成率≧100％　 　「ｂ」　：　100％＞達成率≧90％　　　「ｃ」　：　90％＞達成率≧80％　　

　　「ｄ」　：　80％＞達成率　又は　現状値＞実績値（前年度より改善）　　「ｅ」　：　現状値＞実績値（前年度より悪化）

　　「n」　：　実績値が未判明

基本政策１　県土の保全と防災力強化

施策（２）　地域防災力の強化

 幹事部局名 総務部  担当課名 総合防災課

 評価者 総務部長  評価確定日 令和３年８月26日

施策の方向性①

目標 79.3 81.6 83.9 86.2 

実績 68.7 69.6 70.5 71.1 71.2 

達成率 88.9% 87.1% 84.9%

出典：県総合防災課調べ 指標の判定 ｃ ｃ ｃ

全国 41位 42位 42位 42位 42位

東北 ５位 ５位 ５位 ５位 ５位

　災害発生時の人的・物的被害の最小化を図るため、県・市町村、関係機関等の災害対応力の強化を図るとともに、住
民や自主防災組織等の自助・共助による防災活動を促進し、地域の防災力を高めます。

代表指標① 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（H３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

自主防災組織の組織率（％）

順位等

・

・

令和２年度の自主防災組織の組織率は71.2％と前年度に比べ0.1ポイント上昇したものの、目標を
下回った。全国平均は84.1％となっており、依然として差がある状況である。

自主防災アドバイザー事業等の実施により、平成28年度以降の自主防災組織の新規組織数は195団
体であり、カバー世帯も14,412世帯増加するなど一定の成果を上げている一方、各市町村における
少子高齢化の進展に伴うリーダーの担い手不足を要因として、既存組織の消滅等（55団体）により
カバー世帯が減少（10,113世帯）したため、トータルとして組織率が僅かな増加にとどまってい
る。

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）
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２－２　成果指標・業績指標の状況と分析

・

・

２－３　施策の取組状況とその成果（施策の方向性ごとに記載）

①　総合的な防災対策の推進【総合防災課】

・

・

・

・

②　東日本大震災等の被災地支援【総務課、人事課】

・

・

施策の方向性①

目標 73 74 75 76 

実績 71 71 72 74 75 

出典：県総合防災課調べ 達成率 98.6% 100.0% 100.0%

全国 － － － － －

東北 － － － － －

施策の方向性①

目標 19 19 25 25 

実績 13 15 17 19 20 

出典：県総合防災課調べ 達成率 89.5% 100.0% 80.0%

全国 － － － － －

東北 － － － － －

指標 代表①、成果①②

内閣府及び消防庁が主催する「業務継続計画に関する研修会」を当県で開催し、市町村に対する支援を行った。

＜新型コロナウイルス感染症の影響＞

指標 －

成果・業績指標① 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

救急救命士運用隊数（隊）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

消防本部への働きかけを行ったところ、令和２年度に新たに１隊において救急救命士の配置がなさ
れ、県内に設置された76隊のうち、75隊が救急救命士運用隊となり、目標を達成した。

成果・業績指標② 年度
現状値
（H28）

Ｈ２９ Ｈ３０
Ｒ１

（Ｈ３１）
Ｒ２

（Ｈ３２）
Ｒ３

（Ｈ３３）
備考

ＢＣＰ策定済み市町村数（市町村）

分析
（推移、実績・達
成率、順位等）

順位等

市町村を対象とした研修などを実施することにより新たに１市でＢＣＰが策定されたものの、未策
定市町村においては庁内調整等に時間を要しており、目標達成には至っていない。

自主防災組織育成指導者研修会の開催（８市町〈＋２市町〉）、秋田県自主防災アドバイザーの派遣（13件〈△18
件〉）、自主防災アドバイザーフォローアップ研修会及び自主防災組織リーダー講習会（年１回）を通じ、地域防
災を担う自主防災リーダー等に必要な専門的知識や実務能力の習得により地域防災力の向上を図った。

各消防本部に対し「救急救命士」配置に関する取組強化を促し、救急救命東京研究所等救急救命士養成施設へ派遣
を行ったことで令和２年度に新たに14名が救急救命士の資格を取得した。各消防本部においても救急救命士有資格
者の積極的な採用を行っており、人材の育成が進んでいる。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、県外における活動（防災先進地の視察、防災士資格取得など）が制限され
たことから、予定していた「自主防災リーダー育成支援事業」が中止となった。また、自主防災アドバイザーの派
遣事業は、申込者から「参加者の『密』を避ける」名目で中止となった事例がある（申込み18件のうち、中止５
件）。

東日本大震災の被災地支援として職員派遣を行った（令和２年度は岩手・福島の被災２県（±０県）に３名（±０
名））。また、その他の災害については、北海道胆振東部地震被災地に１名、令和元年東日本台風被災地に４名の
職員派遣を行った。

避難者支援相談員による避難者宅への戸別訪問、ふるさとの情報や各種支援情報の提供と避難者同士の交流の場と
なる「秋田県避難者交流センター」の運営、毎月１回発行する「スマイル通信」、「秋田県内避難者交流会」の開
催などを通じて総合的な支援を行った（Ｒ３.４.１時点 避難者数469名）。
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３　総合評価結果と評価理由

●定量的評価：代表指標の達成状況から判定する。

　 「A 」：代表指標が全て「ａ」、「B 」：代表指標に「ｂ」があり、「ｃ」以下がない、「C 」：代表指標に「ｃ」があり、「ｄ」以下がない

　 「D 」：代表指標に「ｄ」、「ｅ」を含む。ただし、「Ｅ 」、「Ｎ 」に該当するものを除く、「E 」：代表指標が全て「ｅ」、「Ｎ 」：代表指標に「ｎ」を含む

●定性的評価：成果指標・業績指標の達成状況を踏まえた上で、施策の取組状況とその成果、外的要因等から判定する。

■ 総合評価：定量的評価を踏まえた上で、定性的評価を考慮して、総合的な観点から「A」、「B」、「C」、「D」、「E」の５段階に判定する。

５　課題と今後の対応方針

① ○ ○

○ ○

② ○ ○

６　政策評価委員会の意見

総合評価 評価理由

自主防災組織の新規の結成が進む一方で、高齢化
や地域コミュニティの希薄化により、解散・消滅
する事例がみられる。

活動が停滞している自主防災組織等に対し、「自主防
災アドバイザー制度」の積極的な活用を働きかけると
ともに、消防吏員ＯＢ等、防災業務に従事した経験の
ある人材を発掘し、地域の「自主防災リーダー」とし
て育成することにより、組織の維持と活動の活性化を
図る。

町内会や自治会をベースとした組織の結成、維持
が困難となっている地域がある。

学区単位の統廃合による組織体制の強化や、防災士
が、従来型（町内会型）の自主防災組織でカバーでき
ない地域の防災活動を補完する仕組みづくりなどにつ
いて、「秋田県防災士会」と連携して検討を進める。

被災地支援については、東日本大震災以降も全国
各地で大規模な自然災害が頻発しており、技術職
を中心に応援職員の派遣要請が恒常化している。

本県において必要な技術職員を確保しつつ、再任用制
度や任期付職員制度等も活用しながら、引き続き、被
災地の復旧・復興を支援していく。

Ｃ

●

■

代表指標の達成状況については、①「自主防災組織の組織率」は「ｃ」判定であり、定量的評
価は「Ｃ」。

代表指標の達成状況や施策の取組状況とその成果など総合的な観点から評価した結果、総合評
価は「Ｃ」とする。

施策の
方向性

課題（施策目標達成に向けた新たな課題、環境変化等
　　　　により生じた課題　など）

今後の対応方針（重点的・優先的に取り組むべきこと）

自己評価の「Ｃ」をもって妥当とする。
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